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この報告の作成に参加したインドネシアの障害者団体：
[bookmark: _Hlk176287726][bookmark: _Hlk176116633]ササナ・インクルージ＆インドネシア障害者擁護運動（Sasana Inklusi & Gerakan Advokasi Difabel Indonesia, SIGAB）、インドネシアろう者福祉運動（Gerakan untuk Kesejahteraan Tunarungu Indonesia, GERKATIN）、インドネシアダウン症ケア財団（Yayasan Peduli Sindroma Down Indonesia, YAPESDI）、インドネシア双極性障害者ケア（Bipolar Care Indonesia）、ワハナ脳性まひ者家族会（Wahana Keluarga Celebral Palcy, WKCP)、健康インドネシア（Sehat Indonesia, SEHATI）、ハンセン病患者自立協会（Persatuan Mandiri Kusta, PERMATA　訳注　「ハンセン病回復者協会」という訳もある。）、インドネシア障害とハンセン病のケア運動（Gerakan Peduli Disabilitas dan Lepra Indonesia, GPDLI)、女性・障害者・子ども権利擁護センター（Sentra Advokasi Perempuan, Difabel dan Anak, SAPDA）、障害のある人の生活における有資格活動を改善するセンター（Center for Improving Qualified  Activity in Live of People with Disabilities, CIQAL）、インドネシア障害者平等運動財団（Pergerakan Difabel Indonesia untuk Kesetaraan, PERDIK、インドネシア障害女性協会（Himpunan Wanita Disabilitas. Indonesia, HWDI）、精神保健連盟（Perhimpunan Jiwa Sehat, PJS）
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[bookmark: _Toc187923937]はじめに 
1. このパラレルレポートは、2020年3月30日から4月3日までの第13回会期前会合での事前質問事項の採択にむけて、インドネシア障害者団体連合（Coalition of Indonesian Disability Organizations）が国連障害者権利委員会に提出した。
2. 連合のメンバーは、全国および地方の障害者団体で構成されている：
ササナ・インクルージ＆インドネシア障害者擁護運動（Sasana Inklusi & Gerakan Advokasi Difabel Indonesia, SIGAB）、インドネシアろう者福祉運動（Gerakan untuk Kesejahteraan Tunarungu Indonesia, GERKATIN）、インドネシアダウン症ケア財団（Yayasan Peduli Sindroma Down Indonesia, YAPESDI）、インドネシア双極性障害者ケア（Bipolar Care Indonesia）、ワハナ脳性まひ者家族会（Wahana Keluarga Celebral Palcy, WKCP)、健康インドネシア（Sehat Indonesia, SEHATI）、ハンセン病患者自立協会（Persatuan Mandiri Kusta, PERMATA）、インドネシア障害とハンセン病のケア運動（Gerakan Peduli Disabilitas dan Lepra Indonesia, GPDLI)、女性・障害者・子ども権利擁護センター（Sentra Advokasi Perempuan, Difabel dan Anak, SAPDA）、障害のある人の生活における有資格活動を改善するセンター（Center for Improving Qualified  Activity in Live of People with  Disabilities, CIQAL）、PERDIK、インドネシア障害女性協会（Himpunan Wanita Disabilitas. Indonesia, HWDI）、精神保健連盟（Perhimpunan Jiwa Sehat, PJS）
3. 本報告は、一連の議論とワークショップを通じて作成された： 2019年5月20日～22日にジョグジャカルタで実施された全国ワークショップ、2019年11月21日～22日にジョグジャカルタで実施された障害者団体（DPOs）間のフォローアップ討議、2019年12月18日～19日の小規模チームによるフォーカス・グループ討議。
4. この報告は、DPOの経験、権利擁護活動、障害問題に関する多方面の情報源からの視点に基づき、DPOが起草したものである。 
[bookmark: _Toc187923938]インドネシアにおける障害のある女性を保護する法的枠組み 
5. 以下の問題点を踏まえ、既存の法規制を調和させる努力が必要である：
a. 法律や規制の中には、障害のある人（PWD: persons with disabilities）に対する固定観念に汚染されているものがある。例えば：
· 社会福祉に関する1974年法律第6号に関連する2009年法律第11号第5条第2項は、障害（disability）を社会福祉問題を表す項目の一つ（as an indicator）としている。この規定は、PWDを社会生活上の問題として烙印を押し、障害を異常とみなす医学的な障害観に従っている。
· 婚姻に関する法律1974年第1号第5条は、一夫多妻制に関する事項を規定しており、妻が障害のある人になった場合や末期疾患に罹患した場合には一夫多妻制が許されると明記している。第29条は離婚の正当な理由を列挙しており、そのひとつが配偶者が「障害のある人」となった場合である。
b. 法律や規則の中には、バリアを克服するためにインクルーシブな物理的インフラを構築するのではなく、PWDは不利な状況にあるとして、慈善的なアプローチを利用するものがある。例えば、災害管理に関する2007年の法律第24号の第69条は、「政府および地方自治体は、災害被災者に悲嘆と障害への補償金を提供しなければならない」と規定している。このアプローチは、強制旅客傷害保険に関する法律1964年第33号第3条第1項cおよび法律1964年第34号第4条でも用いられている。
c. 児童福祉に関する法律1979年第4号第7条に見られるように、医学的なアプローチを採用している法律や規則もある。そこでは「障害のある子どもはその子の可能なレベルの成長と発達を達成するために特別なサービスを受ける資格がある」と規定している。このアプローチには欠陥があり、医学的な障害観を用いることで、PWDは無力であるという固定観念を強めている。この誤った障害観は、インドネシア国軍に関する法律2004年第34号第57条、法律2004年第40号第21条第3項、鉄道システムに関する法律2007年第23号、海運に関する法律2008年第17号、航空に関する法律2009年第1号に見られる。
d. 法律や規則の中には、「カカット（cacat、障害の蔑称）」という用語が使われたままであったり、いわゆる権利に基づく視点にもかかわらず、誤った論理に従っているものがある。たとえば、子どもの保護に関する法律2002年第23号は、第9条第2項と第51条に規定のように、医学的観点と権利に基づく観点の両方を利用している。また、海運に関する2008年法律第17号第42条第1項もその一例であるが、これにはいくつかの欠点がある。 

[bookmark: _Toc187923939]事前質問事項案 
· インドネシアが環太平洋火山帯に位置し、災害に対して脆弱であることを考慮した、緊急災害時にすべての障害のある人が最大限の保護と安全を得られるようにするための政府の具体的な計画は？
· 政府は、すべての障害のある人の保護・救助計画を提供するための災害SOP（Standard Operating Procedures、標準作業手順書）を持っていますか？ SOPの作成プロセスにDPOが含まれ、関与していますか？


障害者権利条約（CRPD）の条文
[bookmark: _Toc187923940]第1から4条：一般的義務
6. 国は、身体的、精神的、心理社会的、および知的な機能障害のある人々と、彼らの社会生活への平等で完全な参加を妨げる環境との相互作用の結果としての、進化する概念である「障害」の定義を採用していない。
7. 障害のある人の権利を含む国家人権行動計画（RANHAM: Rencana Aksi Nasional Hak Asasi Manusia）は広く普及していないので、PWDはその実施、監視、評価から常に排除されている。そのため、RANHAMは、国家人権行動計画に関する大統領規則2015年第75号および大統領規則第33号（2018年）で定められたとおりに実施されているとはいえ、概して、その実施の大部分は、障害者団体（DPO）の参加なしに政府によって行われている。DPOがRANHAMの策定に関わっている場合もあるが、そのような参加は国レベルでも地方レベルでも包括的なものではない。条項では、市民社会の参加は義務ではなく任意であるとしている。
8. 国は開発プロジェクトにおいて合理的配慮を提供することを約束していない。あらゆる開発政策決定において、DPOの参加は部分的であり包括的ではない。その結果、インクルーシブであるはずの公共インフラの中には、PWDを危険にさらすものもある。例えば、インクルーシブ教育では、国は財政援助を行っているが、補助専門教師（shadow teacher）、手話言語通訳者、インクルーシブ教育カリキュラムの提供には至っていない。 
9. 国は、PWDを差別する法律や規制を（訳注　条約に）調和させていない。このことは、CRPDの原則と相容れない数多くの法令に反映されている（本報告パラグラフ1参照。訳注　パラグラフ5の誤り。）その一例が、婚姻に関する法律1974年第1号である。この法律では、離婚の正当な理由の一つとして配偶者の障害を挙げており、PWDを差別している。また、社会福祉に関する2009年法律第11号は、PWDを福祉問題を持った（experience welfare issues）社会集団として位置づけている。さらに、労働力に関する2003年法律第13号には、「Penyandang Cacat（ペニャンダン・カカット、障害者を意味する）」や「心身ともに健康であること」という軽蔑的な表現が残っており、政府部門と民間部門の両方で雇用の障壁となっている。
10. DPOの見解では、障害のある人の権利に関する政府の規制やプログラムは、いまだに規範的で儀礼的な方法でしか実施されていない。このことは、「子どもにやさしい都市」、「インクルーシブ・シティ」などのプログラムが、アクセシブルなインフラが限られている、公共部門で障害のある人にやさしく、障害に対応できる職員数が限られている、障害のある人の権利に対する社会の意識が低いなどの問題を克服できていないことに反映されている。
11. 国は、障害のある人の権利の実現と保護に対する約束を表明しているが、そのような約束は、障害のある人の権利に関する正しい理解と知識、計画や実施へのDPOの有意義な参加と結びついていない。国にはインクルーシブについての十分な理解がないため、さまざまなプログラムが単に形式を満たすためだけに実施され、非効率的なものとなっている。例えば、多くの地域における視覚障害者誘導ブロックの設置は、既存の基準に準拠していない（巻末の視覚障害者誘導ブロックの例を参照）。[endnoteRef:1] [1:  視覚障害者誘導ブロックの例



(写真1：オートバイの駐車に使われる視覚障害者誘導ブロック、ジャカルタ、2018年12月7日）






写真2：ソロの視覚障害者誘導ブロック。DPOからの抗議の後、地元政府は視覚障害者誘導ブロックを急遽作り直した（2019年11月、中部ジャワ州ソロ）。 


] 

12. 社会省（Ministry of Social Affairs）では、聴覚障害と言語障害を感覚障害に分類しているのに対し、保健省では聴覚障害を感覚障害に、言語障害を身体障害に分類しているため、障害のある人の権利の実現と保護が妨げられている。
[bookmark: _Toc187923941]事前質問事項案
1) インドネシア政府は、障害のある人（PWD）を差別する法律や規制を条約に調和させる（harmonize）ために何をしてきましたか？ 差別的な法律や規制を撤廃するための工程表はありますか？
2) インドネシア政府は、PWDを差別する法律や規制の条文を詳細に調査（map）しましたか？
3) PWDに対する差別的な法律や規則の採択をどのように防ぎますか？ 法律の起草に携わった公務員は、PWDの権利について十分に知らされていましたか？
[bookmark: _Toc187923942]第5条： 平等及び無差別
13. 法律2016年第8号第2条は、非差別と平等の原則を強調している。PWDは、官民両部門で働く権利（第11条、第45条）、公共サービスを受ける権利（第19条）を含め、差別から自由になる権利（法律2016年第8号第5条）を保持している。これらの権利は同法第22章でさらに強調されている。同法第144条および第145条は、障害のある人の権利の享有を妨げる者に対する制裁について言及している。
14. しかしこの法律は、無差別の原則とその違反者に対する制裁を詳しく説明していない。違反者の責任を追及する仕組みもない。したがって、この法律はPWDの生活に大きな効果（impact）を与えるものではない。PWDに対する不平等な待遇や差別はいまだに蔓延している。
15. 例えば、政府は全国にインクルーシブ・スクールを建設しているが、このプログラムは、知的障害のある人の教育へのアクセスを大きく広げるものではない。知的障害のある子どもがインクルーシブ・スクールへの入学を拒否されるケースがあるが、それは、学校が入学手続きの一環としてIQテストを義務付けているためである。知的障害のある子どもは一般にIQが低い。このIQテストの結果は、知的障害のある子どもの入学を断るために利用される[footnoteRef:1]。 [1: 事例モニタリングの結果。] 


[bookmark: _Toc187923943]事前質問事項案
a. さまざまなタイプの障害のあるPWDが、初等教育から高等教育まで、どのように教育を受けることができるのか説明してください。インドネシアでは、PWDの教育へのアクセスを向上させるためにどのような試みがなされていますか？
b. インクルーシブ・スクールの実施に伴う課題、障壁、影響など、インクルーシブ・スクールの評価結果について説明してください。

[bookmark: _Toc187923944]第6条： 障害のある女性 
[bookmark: _Hlk176346080]この課題に関する具体的な報告は、本連合（訳注　インドネシア障害者団体連合）の一部であるHWDI（Himpunan Wanita Disabilitas. Indonesiaインドネシア障害女性協会）が提出する予定である。 
[bookmark: _Toc187923945]第7条：障害のある子ども
16. 障害のある子どもの権利は、法律2016年第8号、子どもの保護に関する法律2002年第23号の第8条、女性のエンパワーメントと子ども保護省の障害のある子どもの特別保護に関する規則2017年第4号で保障されている。これらの法律や規則にもかかわらず、インドネシアでは障害のある子どもの権利保護が依然として大きな問題となっている[footnoteRef:2]。 [2: 「特別な保護は障害のある子どもが今なお直面する主要問題」、CNNインドネシア、2019年12月8日、https://www.cnnindonesia.com/nasional/20191208023419-12-455093/perlindungan-khusus-jadi-masalah-utama-anak-disabilitas ] 

17. WKCP（Wahana Keluarga Celebral Palcy ワハナ脳性まひ者家族会）が示してきた事例によれば、脳性まひ（CP: Cerebral Palsy）の子どもが直面している大きな問題は、診断が遅れることである。遅れは数年に及び、障害がさらに進行する。また、医療施設や人材が十分でないため、誤った診断や治療もよく見られる。例えば、アル（AL)という名前のCPの子どもは、生後1ヶ月からCPの様々な兆候が見られた。彼女はしばしばショック状態に陥ったが、これは実際にはけいれんの一部であった。しかし医師は、それは新生児によく見られる原始反射の一部に過ぎないと言った。アルの両親が正確な診断結果を得たのは、彼女がすでに子どものゴールデンエイジを過ぎていた2歳になってからで、その後から治療を模索したのである。（訳注　ゴールデンエイジ Golden Ageとは、一般に身体能力、運動能力が著しく発達する5歳～12歳ころを指す。脳性まひの場合、運動機能発達が遅れたりうまくいかないなどの症状が、おおむね2歳頃までに発現し、それ以降発達することは少ない。したがってここではアルについて比喩的にゴールデンエイジという用語を用いたものと思われる。）この問題は知的障害児にもよく見られる[footnoteRef:3]。 [3:  ダウン症で生まれた赤ちゃんは、移動の障害を取り除くために、理学療法や作業療法を受けて筋肉を鍛えるなど、早期の介入が必要です。そうしないと、その子は身体障害や運動障害を抱えることになり、生涯にわたって補助器具を必要とすることになる。また、幼少期に話す訓練を受けないと、舌、口、口腔が硬くなるため、言語障害が生じる可能性がある。] 

18. [bookmark: _Hlk172132712]聴覚障害のある子どもは、両親や家族によって手話言語を使えるように訓練されるべきだが、実際には、両親の意識、知識、資源が限られているため、そうなっていない。言語療法がほとんどない中で、彼らは音声言語を学ぶことを余儀なくされている。インドネシアろう者福祉運動（GERKATIN: Gerakan untuk Kesejahteraan Tunarungu Indonesia）とマリオ博士（Dr. Mario）が2019年に実施した調査によると、聴覚障害のある人のほぼ90％がうつ病を経験している[footnoteRef:4]。 [4:  インドネシアの9都市でワークショップを開催し、調査票を配布し、精神面の（mental）障害のあるろう者に記入してもらった。
] 

19. 公的医療サービスを利用する際、聴覚障害のある子どもは専門医に診てもらえず、広範・総合的でない（non-comprehensive）診断を受けることが多い。また、長期的に薬を処方されるが、親も子どももそのような薬の利点を理解していない。
20. 障害のある子どもは、しばしば家族や地域社会から乞食をさせられるなど、搾取の犠牲になっている。通常、地方自治体はストリートチルドレンを取り締まることで介入しているが、搾取の被害者である障害のあるストリートチルドレンのニーズに対応する包括的な対策はない[footnoteRef:5]。 [5:  児童搾取に関する詳細は、本報告書の第16条で説明する。] 


[bookmark: _Toc187923946]事前質問事項案
1) インドネシア政府は障害のある子どもの権利を保障するためにどのような努力を行ってきましたか？ 2017年女性のエンパワーメントと子ども保護省規則第4号の施行は、障害のある子どもへの人権侵害に対処するうえで有効ですか？ 
2) インドネシア政府は、障害のある子どもが他の種類の障害を併発するのを防ぐために、どのような対策を講じてきましたか？ 治療や理学療法などのサービスは、村レベルで容易に利用できますか？
[bookmark: _Toc187923947]第8条：意識の向上 
21. インドネシア政府によって行われたキャンペーン（インドネシア政府報告のパラグラフ41で説明されている）は、部分的で象徴的なものであり、これらのキャンペーンは、国家公務員、政府機関、民間部門、社会一般がいかにして 障害のある人（PWD）の権利を尊重し、保護しなければならないかという問題に対処していない。手話言語通訳、補助器具、アクセシブルで適切な施設をPWDに提供することの重要性について、政府関係者が限られた知識しか持っていない場合もある。国や地方自治体の予算編成（APBN: Anggaran Pendapatan dan Belanja Negara 国家予算/APBD: Anggaran Pendapatan dan Belanja Daerah 地方予算）に障害者関連プログラムが組み込まれているにもかかわらず、である。障害者団体（DPO）のメンバーがワークショップに招かれても、政府はその目的のための予算がないと言って手話言語通訳を提供しない。 
22. 政府プログラムの計画、予算編成、実施においてDPOの参加を確保することが最も重要であるという認識は非常に低い。多くの場合、DPOは計画プロセスに関与しているが、彼らの識見や提案は考慮されていない。さらに、政策決定プロセスにおいてDPOの提案や識見が真摯に受け止められるための、説明責任や透明性を確保する仕組みもない。
23. インドネシア政府はハンセン病に関するいわゆる国家ガイドラインを定めているが、関係省庁による実施は不十分である。ハンセン病患者が障害を併発することを防ぐはずのハンセン病制圧プログラムは、効果的には実施されていない。これは、2019年ハンセン病管理に関する保健大臣規則第11号が、早期発見とRFT（release from treatment 治療からの解放）後の観察について詳細に説明しているにもかかわらず、である。 

[bookmark: _Toc187923948]第9条：アクセシビリティ （施設及びサービス等の利用の容易さ）
24. 障害者法（2016年法律第8号）、特にその第18条は、アクセシビリティとユニバーサルデザインを義務化している。政府はまた、建築要件に関する公共事業・公共住宅大臣規則2017年第14/PRT/M号を採択した。この規則では、学校、オフィス、住宅、公共建築物は、障害のある人にアクセシブルでなければならないと定めている。
25. インドネシア政府報告で説明されているように、政府は公共サービスのアクセシビリティを向上させるためのさまざまな活動も統括しているが、こうした活動には関係するすべての政府部門と民間部門の参加が義務付けられているわけではない[footnoteRef:6]。 [6:  例えば、運輸省は2019年9月11日、「全国交通の日」を記念して、PWDのためのアクセシブル交通に関する情報発信イベントを開催した。このイベントには、さまざまなDPOから60人のPWDが参加した。このイベントの中で、陸上・水上・航空輸送の国有・民間企業23社と、PWDへのサービス提供の約束が交わされた。"Kemenhub Sosialisasikan Transportasi Ramah Disabilitas", September 12, 2019, accessed from http://dephub.go.id/post/read/kemenhub-sosialisasikan-transportasi-ramah-disabilitas] 

26. このことが、既存の規制の完全な実施を妨げている。多くの官公庁や民間の建物は、大臣規則に定められた基準に適合していない。例えば、多くのオフィスは机が高いため、車椅子利用者に優しくない。ランニングテキスト（running texts　訳注　説明文章の表示のことと思われる）や音声技術も提供されていない[footnoteRef:7]。これは聴覚障害や視覚障害のある人が情報を受け取ることを困難にしている。  [7:  この情報は、ジョグジャカルタ特別州のDPOが2018年から2019年にかけて、県・州レベルの3つの政府機関を対象に実施した調査から得られたものである。] 

27. さらに、インドネシアの公共交通機関は、障害のある人（PWD）にアクセシブルではない。例えば、PWDは、フライトサービスを利用するために、病気であるという声明に署名することが義務付けられている。バス停留所、鉄道駅、空港、バスターミナル[footnoteRef:8]、港湾などの陸上交通施設は、視覚障害のある人や車椅子利用者にとって概して利用しにくい。これらの施設のほとんどは、説明文章の表示や点字を備えていない。 [8:  ジャカルタ政府がトランスケア（Transcare）という障害者専用の送迎車を提供しているにもかかわらず。] 

28. ジョグジャカルタのDPOが2018年から2019年にかけて実施した、県（regency）および州レベルの3つの政府機関を対象とした調査では、以下に説明するように、アクセシビリティをめぐる問題のいくつかが示されている[footnoteRef:9]：  [9:  この調査は、するために実施された。同規則の成立後10年後には、ジョグジャカルタはアクセシブルな州になっていると規定されている。] 

a. ほとんどの場合、ジョグジャカルタの各役所にはスロープ、手すり、バリアフリーのトイレ、エレベーター（会議室は2階にある）、バリアフリーの駐車場（PWD用の駐車スペースを示す標識を含む）が備わっていない。さらに、トイレの洗面台は車椅子利用者には高すぎる。 
b. 公共施設がPWDにとってアクセシブルなものであることを保証するための、州政府と地方政府間のコミュニケーションや調整は限られている。両者の役割分担も不明確なままである。 
c. 公共サービス従事者は一般に、アクセシビリティや障害のある人の権利に関する十分な知識や意識を持っていないため、PWDが利用できるアクセシブルで適切な公共サービスの数が限られている。
d. DPOを開発計画に参加させる試みもなされているが、その参加は、これらの討論の場（forum）がインクルーシブであるかのように見せるためだけに奨励されている。参加したPWDの願いは、政策変更をもたらすほど真剣に考慮されることはない。 

[bookmark: _Toc187923949]事前質問事項案
1) 政府は、民間部門がアクセシビリティの原則を遵守することをどのように保証していますか？ 様々な障害のある人々へのアクセシビリティの確保を民間部門に義務付ける法律や規制はありますか？
2) 都市計画へのDPOの参加はどうなっていますか。このアクセシビリティの原則は、予算編成プロセスで重視されていますか。この問題に関する優れた実践例はありますか。

[bookmark: _Toc187923950]第11条： 危険な状況及び人道上の緊急事態
29. 災害管理に関しては、DPOが介入して初めて障害のある人に優しい政策が採用される。国家災害管理委員会（BNPB: Badan Nasional Penanggulangan Bencana）のトップは2014年規則第14号を採択したが、2019年まで、いわゆる障害者サービス部門を設置したのは、34州中2州（中部ジャワと西パプア）のみであった。同様に、500の県／市町村のうち、この部門を設置しているのは中部ジャワにある7つの県／市町村だけである。 
30. BNPBは災害管理にDPOを参画させているが、災害の多い地域ではこの参画をさらに増やすべきである。DPOは災害管理に関する2007年法律第24号の改正に関与していないため、法律には障害のある人の権利の原則が盛り込まれておらず、法律改正の試みはない。
31. 防災に関する注意点は以下の通り： 
a. 一般的に、災害救援キャンプには、アクセシブルなトイレ、アクセシブルな場所、アクセシブルな情報が備わっていない。
b. 国は、あらゆる障害のある人々にアクセシブルな早期警報システムを保証していない。これは災害の起こりやすい場所に住むPWDに関する実態情報も含んだものである。 
[bookmark: _Toc187923951]第12条：法律の前にひとしく認められる権利
32. 1945年インドネシア憲法第27条は平等を保障している。この原則はさらに2016年法律第8号第28条で強調されている[footnoteRef:10]。以下は、法の下の平等な承認に関する注意事項： [10:  「政府および地方自治体は、法律の主体として、障害のある人が他の者と同様の法律行為を行う権利を保障し、保護しなければならない」（2016年法律第6号第28条）。] 

a. 民法第433条から第462条および第1320条第2項は、後見人（法的資格を欠くとみなされる精神（psychosocial）障害のある人の後見人を含む）について規定している。精神保健に関する法律は、「法的資格を欠く」ことの判定は、裁判所ではなく精神科医が行うべきであると強調している。「法的資格を欠く」という状態においては、精神障害のある人や知的障害のある人に対して、その家族や後見人による特定の医療サービスの押し付けが認められることが多い。 
b. 刑法第53条と第178条は、通訳（裁判長が指名する）を置くことを義務付けている。しかし実際には、通訳サービスは裁判所でしか利用できないため、こうしたPWDのケースは法的手続きから外れてしまう。
33. 障害のある人の銀行サービスへのアクセスに関するインドネシア政府報告パラグラフ58（訳注　パラ59の誤記）に関していえば、このような試みは制度レベルで行われていることを明確にすることが重要である。それらは国レベルでも地方レベルでもどの銀行の標準事業手順（SOP: Standard Operating Procedures）にも組み込まれていない。いくつかのケースでは、PWDが銀行や同様の機関で金融サービスを利用する際に問題が生じている。視覚障害のある人がマカッサル（南スラウェシ州）の銀行で利用を拒否されたケースもあった。銀行側はDPOの圧力に屈し、この件に迅速に対応した[footnoteRef:11]。  [11:  「障害のある客がBNI銀行（Bank Negara Indonesia)の ATMの所有権を拒否された」、2019年12月17日閲覧https://www.cnnindonesia.com/ekonomi/20191217135934-78-457702/nasabah-difabel-mengaku-dilarang-bni-syariah-punya-atm; 「BNI銀行、障害のある客への対応を謝罪」、 2019年12月17日閲覧 https://www.cnnindonesia.com/ekonomi/20191217211432-78-457880/bni-syariah-mohon-maaf-atas-kasus-nasabah-difabel-di-makassar] 

34. 今日まで、知的障害のある人は民法上の様々な障壁に直面している。ある法的事件では、知的障害のある人が、（民法433条による）後見人の下にあるので（民法1330条の）「法律上の資格を欠く」と判断され、合法的な団体設立の申請が却下された。一方、認証は裁判所のみが行うことができ、裁判所は専門家を任命する権利を保有している。
35. 法の下で知的障害者が認められないことはいろいろな影響を生じている。彼らは、財産を所有する権利（後見人が管理することになる）、子育てをする権利、選挙権や被選挙権、医療サービスを受ける権利や拒否する権利、願望を表明する権利、法律事件で証言する権利などを失う。また、身体的、性的、言葉による虐待を含め、精神障害のある人による訴えは真剣には考慮されない[footnoteRef:12]。 [12:  この情報は、ササナ・インクルージ＆インドネシア障害者擁護運動（SIGAB: Sasana Inklusi & Gerakan Advokasi Difabel Indonesia）によるモニタリングと記録の事例に基づいている。] 

36. 知的障害のある人は銀行の顧客になることはできない。親が障害のある子どものために追加口座を持つことは認められているが、子ども自身の名義で銀行口座を開設することはできない。ごく一部の民間銀行だけが、親が自分の銀行口座を開設し、子ども自身の名義でATMカードを作成できるようにして、いくつかの画期的な進歩を遂げている（例えば、メガ・シアリア銀行 Mega Syariah Bank）[footnoteRef:13]。 [13: この例で、障害者団体（DPO）によれば、メガ・シアリア銀行がこのような躍進を遂げたのは、その指導部の一人に知的障害のある子どもがいたからである。そのため知的障害のある子どもへの理解が深まった。] 

37. 聴覚障害のある人のための運転免許証であるタイプD（SIM D　訳注　SIM:  surat izin mengemudi　運転免許証　A～Dの4種類がある）の発行に関する規則を作成するための、警察と保健省（特に、健康診断書を発行する医師）の協力が十分ではない。2009年インドネシア国家警察規則第10号は聴覚障害のある人の自動車運転を禁止している。 

[bookmark: _Toc187923952]事前質問事項案
1) 政府は、さまざまな障害のある人が、ATM の所有権（訳注　ownership of ATMとあるが、パラグラフ36の説明から自分の名義でATMを利用する権利のことと思われる）を含め、銀行サービスを利用できることをどのように保証していますか。この問題に関する標準事業手順（SOP: Standard Operating Procedures）はありますか？
2) 政府は、障害のある人（PWD）が目撃者、被害者、加害者のいずれとしても、法の正当な主体として考慮されることをどのように保証しますか？ 
3) 赦免事由に関する民法第433条を改正する試みはありましたか？障害のある人の法の下の平等の原則について、警察官向けの指針はありますか？
4) 政府は、すべての障害のある人が差別されることなく経験した事例を報告できるように、なにをしていますか？知的障害のある人の証言が考慮されないことが多く、知的障害のある子どもや女性に対する虐待・強姦犯罪の訴えの多くが中断しています。
5) すべての障害のある人が法律や司法制度の前に同じ権利を持つこと、および、法律や司法の問題に対処する際に合理的配慮を図ることを保証するための当面の措置はありますか？
[bookmark: _Toc187923953]第13条：司法手続の利用の機会
38. 障害のある人（PWD）に対する刑事訴訟規則や事件処理手続きは、司法アクセスの原則を反映していない。以下は、この問題に関する注意事項の一部である： 
a.) 1981年法律第8号は、聴覚障害のある人や視覚障害のある人の証言を認めていない。 
b.) 司法機関には、障害のある人にアクセシブルで適切な施設を確保するための制度はない。 
c.) 1981年法律第8号第178条に規定されているように、手話言語通訳は、文字を書くことができない聴覚障害のある人にのみ提供されている。
d.) 法執行官（Law enforcement officials　訳注　警察官など）は、PWDの扱い方について、理解も知識も実践的な技能も非常に限られている。
e.)  法律扶助に関する2016年法律第11号は、PWDの司法アクセスに関する役割について詳しく述べていない[footnoteRef:14]。 [14:  この情報はSIGABの権利擁護活動に基づいている。] 

39. こうした課題は、法的手続きのあらゆる段階で公正な処遇を受ける上で大きな障壁となる。さらに、アクセシブルで適切な施設が限られていることは、「法の下の平等」の原則の実施に影響を与えている。例えば、アクセシブルな施設がなければ、法執行官は聴覚障害のある人や視覚障害のある人の証言を受けることができない。
40. 障害者団体（DPO）は現在、PWDがその権利を享受できるために、「裁判所における適切な配慮に関する政府規則草案（RPP: Rancangan Peraturan Pemerintah)」を完成させるよう、法務人権省（Ministry of Law and Human Rights）に働きかけている[footnoteRef:15]。 [15:  このRPP（政府規則）は法律2016年第8号で義務付けられている。その最終版（2019年12月26日）ではRPPは以下のように規定している：1)すべての司法機関およびその他の実施機関は、PWDにアクセシブルな物理的・非物理的インフラを提供しなければならない。2)法執行機関は、個人の障害の種類と程度、および彼らが経験するバリアを評価・査定しなければならない。この結果は、適切な配慮を提供する際に考慮される。3）PWDに配慮した法制度の一環として、法律専門支援者（legal assistant）およびパーソナルアシスタントの配置を義務付ける。4) 法的手続きにおいて、PWDのための専門家の証人を利用できるようにすることを義務付ける。] 

41. グヌンキドゥル警察、ウォノサリの検察庁と地方裁判所、南スラウェシのボーン地方裁判所とブルカンバ地方裁判所など、いくつかの法執行機関は、インクルーシブの原則をメインストリーム化するために、試験的なプロジェクトを始めている。これらは、サービスや施設のアクセシビリティを徐々に向上させている。しかし、これらのパイロット・プロジェクトは、策定・実施段階におけるDPOの参加によって初めて実現したものである。政府は、パイロット・プロジェクトをより広い地域に拡大し、そのプロセスにDPOを参加させるべきである。 
42. 法律扶助に関する2011年法律第16号は、PWDを含むすべての人への法律扶助の提供を規定している。しかし同法は、手話言語通訳やバリアフリーの配慮など、PWDが必要とする施設の種類を明記していない。これは、どの機関がそのような施設の費用を賄うための資金を提供するのかという官僚的プロセスが不明確なためである。一方、法律扶助の提供に関するデータは分類されておらず、法律扶助を受けるPWDの数がわからない[footnoteRef:16]。実際、法廷に入って聴覚障害のある人に同行することを手話言語通訳者が断っている。法律用語の十分な知識がないためである[footnoteRef:17]。 [16:  https://sidbankum.bphn.go.id ]  [17:  インドネシアろう者福祉運動（GERKATIN）の権利擁護活動のメモから。] 

43. 2019年法律第8号、および法的手続きにおける精神・知的障害のある人の後見制度が、効果的に実施されていない理由は、インドネシアの法制度が、法律における障害のある人の権利を保護する手続きの一部として「プロフィール・アセスメント」（profile assessment）を組み込んでこなかったことに負うところが大きい[footnoteRef:18]。 [18:  これは、政府が策定中の「司法手続における適切な配慮に関する政府規則草案（RPP）」に盛り込まれる予定である。しかし、積極的格差是正措置（affirmative action）が存在しない限り、インドネシアの法制度は、精神障害者と知的障害者を法的資格がないと見なし続けるだろう。精神障害者や知的障害者が直面する問題の多くは、裁判所での法的手続きだけでなく、それ以前の段階でも生じている。 ] 

44. 事故やその他の理由で補助器具が壊れた場合のPWDの司法へのアクセスは限られている。事例を報告したり、苦情を申し立てたり、補助器具の紛失や破損に対する補償や制裁を求めたりする（seek compensation or charge sanctions）仕組みがない。
45.  西スマトラ州パダンで障害のある女性がレイプされた。この事件は慣習法（customary laws）によって進められ、被害者の代理人は叔父が務めた。被害者の家族は全員聴覚障害のある人である。このプロセスはすべて、被害者本人に何の通知もなく進められ、彼女は事件の解決に関与していない。被害者は地域社会から孤立し、例えば、近くの屋台では利用を断られた。また被害者は、地域社会の指導者たちによる決定の中で、牛を犠牲にする（sacrifice）ことを余儀なくされた[footnoteRef:19]。 [19:  この事例は2018年にDPO連合（Koalisi DPOs）によって記録された。] 

	
[bookmark: _Toc187923954]第15条： 拷問又は残虐な、非人道的な若しくは品位を傷つける取扱い若しくは刑罰からの自由

46. インドネシアは拷問及びその他の残虐な、非人道的な又は品位を傷つける取扱い又は刑罰に関する条約（CAT: Convention against Torture and Other Cruel, Inhuman or Degrading Treatment or Punishment）を批准し、1998年法律第5号に翻訳・反映した。拷問からの自由の原則は刑法にも定められている。障害のある人に関する2016年法律第8号の第5条（f）は、障害のある人が拷問およびその他の残虐な、非人道的な、または品位を傷つけるような待遇や刑罰からの自由を享受する権利を有することを強調している。
47. しかし実際には、インドネシアの法執行システムは拷問の慣行が横行しており、拷問（practices of torture）を受けやすくなっている。例えば、2015年に処刑されたブラジル国籍のロドリゴ・グラルテ（Rodrigo Gularte）氏（42）は、統合失調症を患っている疑いがあった。しかし政府は死刑執行を進めた。この囚人は長い間うつ病に苦しんでいたとする医師や病院の医療記録にもかかわらず[footnoteRef:20]。 [20:  「インドネシアはブラジル人のRodrigo Gularte（精神疾患の診断がある）の死刑執行の停止を強く要請」2015年2月19日閲覧、https://www.theguardian.com/world/2015/feb/19/indonesia-urged-not-to-execute-brazilian-rodrigo-gularte-who-has-been-diagnosed-as-mentally-ill;　「私は死刑されるのか？インドネシアに殺されたブラジル人、最後まで気付かず。司祭が語る」、2015年4月30日、https://www.theguardian.com/world/2015/apr/30/brazilian-executed-by-indonesia-was-hearing-voices-all-the-time] 

48. 薬物乱用の罪で有罪とされ、その後タンゲラン少年拘置所に拘置されていた知的障害のあるウェンドラ・プルナマ(Wendra Purnama）氏（22）は、数回の裁判を経て、2019年7月にタンゲラン地方裁判所の裁判官委員会によって釈放された。このケースでは、インドネシア刑法第44条でも説明されているように、彼が犯罪に対して法的責任を負う資格を欠いていると判断されたためである[footnoteRef:21]。 [21: 「覚せい剤0.23グラムを持ち込んだ知的障害者ウェンドラが裁かれる」Tirto.id, 2019年3月26日閲覧、詳しくは: https://tirto.id/dkij; 「タンゲラン地方裁判所がウェンドラ・プルナマ(Wendra Purnama）氏を釈放した理由」 Tirto.id, 2019年7月4日閲覧、詳しくは https://tirto.id/edAW; 「知的障害のある薬物事件の被告に有罪判決、しかし釈放される」、2019年7月3日閲覧、 https://www.thejakartapost.com/news/2019/07/03/intellectually-impaired-drug-defendant-found-guilty-walks-free.html 　] 

[bookmark: _Toc187923955]第16条：  搾取 暴力及び虐待からの自由
49. インドネシアには、障害のある人（PWDs）に対する暴力、搾取、その他の人権侵害に対処するための独立した包括的なメカニズムが存在しない。2016年法律第8号は、国家障害委員会（KND: Komisi. Nasional Disabilitas）の設置を義務づけているが、委員会はまだ存在しない。政府は、社会省（Ministry of Social Affairs）の外で活動する独立委員会の設置に消極的だと言われている。KND設立に関する大統領規則の最新草案では、委員会は社会省の管轄下に置かれている。 
50. DPOは、KNDが同省の下に置かれれば独立した運営ができなくなるとして、この計画に反対している。しかし同省は、予算削減により独立した新機関を設立することが困難であるとして、計画の実行を主張している。政府は、KNDの独立性と同機関の将来の予算編成を確保するための他の選択肢を探そうとはしない。 
51. 障害のある人（PWD）に対するさまざまな形態の搾取がいまだに蔓延している。ジャカルタの精神面の障害（mental disability）のある男性、フェリャディ（Feryadi）（35）のように、PWDが物乞いを強要されるケースもある[footnoteRef:22]。その他にも、罪を犯した（特に薬物乱用に関連した）PWD[footnoteRef:23]や低賃金労働者に対する搾取も行われている。  [22:  2015年、フェリャディは中央ジャカルタ社会局（Central Jakarta Social Affairs Agency）に逮捕された。調査の結果、フェリャディは女性による搾取の被害者であったことが明るみに出た。フェリャディは2001年からこの状況に耐えていた。彼と他の96人の被害者は、物乞いのためジャカルタ全域に配置されていたと思われる。「これらのPWDは搾取の犠牲者となった。」2012年12月3日閲覧：https://wartakota.tribunnews.com/2015/12/03/penyandang-disabilitas-ini-jadi-korban-eksploitasi ]  [23:  ウェンドラ・プルナマのケースなど。] 

52. メディア企業も加担しており、PWDの悲痛なストーリーを商品化し、特に彼らの貧困や悲しみに焦点を当てている[footnoteRef:24]。それは、PWDにまつわる固定観念をさらに強化している。  [24:  この意見は、インドネシアのテレビメディアの監視に取り組む市民団体Remotiviによるものである。「メディアはしばしばPWDの悲しみを悪用する。」Gatra.com, December 3, 2019年12月3日閲覧、https://www.gatra.com/detail/news/460067/gaya-hidup/media-kerap-eksploitasi-kesedihan-penyandang-disabilitas. ] 

53. PWDに対する搾取は、障害者プログラムを運営するために政府から資金援助を受けている機関の間でも蔓延している。南スラウェシのマカッサルでは、2017年に6,280人の特別学校（SLB: Sekorah Lua Biasa）の生徒が架空であることが判明した。伝えられるところによると、このデータは政府からより多くの財政援助を得るためにでっち上げられたものである[footnoteRef:25]。マカッサルでは他にも、PWDが1ヶ月間監禁され、薬物を摂取させられ、レイプされ、性奴隷として売られた事例がある[footnoteRef:26]。 [25:  https://makassar.antaranews.com/berita/82867/6280-data-siswa-di-sulsel-diduga-fiktif ]  [26:  https://www.sulselsatu.com/2018/11/27/makassar/perdik-siap-kawal-difabel-bisu-yang-menjadi-korban-pemerkosaan-dan-trafficking.html] 

54. チマヒ県チババットにある障害者リハビリテーションセンター（BRSPC: Balai Rehabilitasi Sosial Penyandang Cacat）の研修に参加していた障害のある人が、西ジャワ州社会局のソーシャルワーカーからセクハラを受けた[footnoteRef:27]。 [27: http://rri.co.id/post/berita/683380/sigap_polri/seorang_penyandang_disabilitas_jadi_korban_pencabulan_di_cimahi.html] 

55. 2017年、グナダルマ大学で障害のある学生がいじめの被害者となった。この事件は、その様子を映した動画がソーシャルメディアで共有されたことで広まった。動画には、被害者が他の学生から、歩いているときにカバンを引っ張られ、いじめられている様子が映っていた。被害者はゴミ箱を犯人に投げつけて身を守った。これをその場で見ていた他の生徒たちは、助けの手を伸ばすのではなく、被害者を笑っていた[footnoteRef:28]。 [28:  https://tirto.id/mahasiswa-berkebutuhan-khusus-gunadarma-jadi-korban-bully-csPd] 

[bookmark: _Toc187923956]第18条： 移動の自由及び国籍についての権利
56. 1945年インドネシア憲法第28E条第1項は移動と国籍の自由を保障している。これは2016年法律第8号第5条および第25条にも定められている。国籍の権利は、2013年法律第24号に関連する人口管理に関する2006年法律第23号にも規定されている。 
57. 人権の実現と保護におけるいくつかの課題を以下に説明する：
a. PWDがIDカードを取得するのは困難である。2015年に女性・障害者・子ども権利擁護センター（SAPDA : Sentra Advokasi Perempuan, Difabel dan Anak, SAPDA）が実施したベースライン調査では、多くのPWDがIDカードを持っていないことが明らかになった。 
b. 一部の障害のある人は戸籍（family certificates）を持っていないため、いくつかの公共サービスを利用することができない。
c. IDカード、戸籍、結婚証明書、その他の書類を持たないPWDの数に関する信頼できる全国データはなく、彼らに必要なサービスを提供することが困難になっている。
58. アクセシブルで適切な施設は、ある種の障害のある人には利用できないことが多い。例えば、パスポートの取得は、指紋や顔写真などの必要条件があるために制限されている。以前ハンセン病に罹患していたマティス（Matis）氏は、指紋を取ることができなかった。これは身体障害のある人にも起こることである。体が不自由なある人は、カメラが顔を写せるように体を傾けさせられた。これもまた、重度障害や精神障害のある人や脳性まひなど、動かないでいることができない人たちにも起こることである[footnoteRef:29]。 [29:  本報告書の起草に参加したPWD自身による報告。 ] 

59. PWDの国際線や空の旅には、依然として障壁がある。女性の車椅子ユーザーであるDAさんは、エティハド航空から一人旅の入国を拒否された。このケースは運輸省に持ち込まれたが、それに至る過程は差別的なものであったとみなされた。最終的には、エティハド航空、インドネシア政府、スカルノ・ハッタ（訳注　ジャカルタ郊外のバンテン州にある国際空港）経営陣が一括して、南ジャカルタ裁判所に提訴された。裁判所はエティハド航空の有罪を決定し、補償を行うよう指示した。
60. PWDは航空機に搭乗する前に、病気であることを表明する書面に署名することが義務付けられている。これは差別の一形態である。なぜなら、PWDに署名を強制することで、いかなるリスクもPWDが負うことになるからである（巻末注釈に文書の写真を添付）。2018年12月5日、東ヌサ・トゥンガラの障害のある女性ELは、ウィングス・エアから、病気に関する書面への署名を拒否したため、搭乗を拒否された[endnoteRef:2]。 [2:   離陸前に障害のある人の署名が必要な航空会社の用紙。

] 


[bookmark: _Toc187923957]第20条： 個人の移動を容易にすること
61. インドネシア国内外を問わず、移動の自由を保証する法的枠組みがある。PWDの権利に関する2016年法律第8号の第23条は、PWDの個々の移動のニーズを評価する国の義務に関する曖昧さがあるにもかかわらず、PWDの権利（訳注　移動の権利か）を明記している。
62. 鉄道輸送に関する2007年法律第23号第131条は、鉄道事業者は、障害のある人が列車に乗車してから降車するまでの間、バリアフリー設備を確保しなければならないと規定している。しかし、この条文は実施されていない。短距離列車、長距離列車ともに、ほとんどすべての駅でスロープが利用できない[footnoteRef:30]。海運に関する2009年法律第17号の第42条にも同じ原則が明記されているが、これも実施されていない。  [30:  これは、PWDが列車に乗り降りするための設備が整っていないことや、ホームや運営サービスが利用しにくいことからわかる。 ] 

63. PWDが移動の障壁に直面しているのは、国内の生産者が限られているため、PWD用の適応用具（adaptive tools　補助器具）が不足しているからである。社会省は適応用具を提供する取り組みをしているが、評価プロセスには欠陥がある。その結果、用具は品質基準に達していない。しかし、社会保障実施機関（BPJS: Badan Pelaksana Jaminan Sosial）は、適応用具の購入には対処していない。 
64. [bookmark: _Hlk171887202]適応用具の必要性に関する意識は、あらゆるレベルの政府において一般的なもの（mainstreamed）とはなっていない。しかし、DPOの参加のおかげで、住民に適応用具を率先して提供するようになった村もある。適応用具の提供は、各県／市町村のイニシアチブによるところが大きい。国家レベルでは、シンクタンク組織は、PWD用の手頃な価格の適応用具を作るための調査を行っていない。

[bookmark: _Toc187923958]第21条：  表現及び意見の自由並びに情報の利用の機会
65. 1945年インドネシア憲法第28条（E）、1999年法律第9号、情報公開に関する2008年法律第14号、2016年法律第8号は、意見を表明し情報を得る権利を保障している。政府報告では、情報電子取引法（UU ITE: Undang-Undang Informasi dan Transaksi Elektronik）が情報へのアクセスを保障していると言及しているが、実際には、この法律はヘイトスピーチや名誉毀損を口実に表現の自由を抑制するために使われている。テラス警察の署長は、障害のある人（PWD）向けの情報発信イベントで、UU ITE関連の問題を回避するため、PWDにソーシャルメディアを賢く利用するよう警告した[footnoteRef:31]。 [31:  https://tribratanews.jateng.polri.go.id/2019/02/25/sosialisasi-pemilih-disabilitas-kapolsek-teras-ajak-hindari-jerat-uu-ite/] 

66. [bookmark: _Hlk171888725]今日まで、政府行事における手話言語通訳は以下の理由により制限されている： 1)国レベルで義務付ける予算がない、2)どの機関が手話言語通訳を認定するのか混乱がある、3)SIBI: Sistem Isyarat Bahasa Indonesia（Indonesian Sign Language System　手指インドネシア語システム）とBISINDO: Bahasa Isyarat Indonesia（Sign Language and Sign Language System　「手話言語と手話言語システム」）の違い[footnoteRef:32]。（訳注　SIBIはインドネシア語を手指化（手指の動きにコーディング）したものである。BISINDOはろう者手話言語であり、アメリカ手話に基づいているが、地域によってさまざまな混合（方言）が見られ、相互に理解できない可能性がある（ここまで、英語版wikipedia  "Indonesian Sign Language"による）。すなわち、SIBIはインドネシア語の手指による表現であり、単語、文法は基本的にインドネシア語のものである。BISINDOはろう者の間での独自の文法を用いるものである。SIBIは日本の「日本語対応手話」に、BISINDOは「日本手話（伝統的手話）」に当たるものと考えられる。） [32:  インドネシアには2つの手話言語システムがある。言語開発庁はBISINDOを使用し、特殊教育・特殊サービス教育総局はSIBIを使用している。聴覚障害者はBISINDOに、政府はSIBIに親しんでいる。] 

67. 政府は手話言語講座を促進していない。特別学校は政府版の手話言語を使用する傾向があるが、聴覚障害のある人の多くはBISINDOに親しんでいる。その結果、SIBIに親しんでいる人たちの書いた文章は理解しづらく、筆記規則とも不調和である。 
68. 今日まで、あらゆる障害のある人々がアクセスできるメディアはない。いくつかのテレビ局がニュース番組だけ手話言語通訳を提供している。これは、政府があらゆる番組で手話言語通訳を提供するようメディアに規制を課していないためである。 
[bookmark: _Toc187923959]第22条：プライバシーの尊重 
69. インドネシアには、障害のある人を含む個人の情報とプライバシーを保護する法律がない。憲法、人権法、2016年法律第8号は、プライバシーの保護を保証しているが、その原則を実施するための措置や違反に対する制裁は定めていない。 
70. 個人のプライバシーをめぐるいくつかの注目すべき事例を以下に挙げる：
a. 選挙では、施設が不十分でアクセシブルでないため、障害のある人が投票する際には、しばしばアシスタントの同伴が必要となる。しかし、実際には、これらのアシスタントは選挙に参加している政党のいずれかに所属している。そのため、PWDは、一般選挙の原則のひとつであるプライバシーを守ることができない。
b. PWDは法の正当な主体として認められていない。そのため、活動するには他の人の助けが必要となる。銀行口座を開設するには他人のIDを使わなければならず、口座に対する管理や自由が制限される。
c. ある種の障害のあるPWDは、医師が手話言語を知らないため、医師の診察の際にアシスタントの同伴を必要とする。 
d. PWDの写真が本人の同意なしに広く共有され、プライバシーが侵害されるケースもある。
[bookmark: _Toc187923960]第24条：教育
71. インドネシアのさまざまな法律が、障害のある人を含めて、教育を受ける権利を保障している。特別なニーズを持つ生徒のためのインクルーシブ教育に関する2009年大臣規則第70号は、特別なニーズを持つ子どもは通常の教育を受ける権利があると規定している。この規則は、県／市町村政府は、各小地区に少なくとも1つの小学校と1つの中学校を（訳注　インクルーシブ校として。パラグラフ74参照）指定しなければならないと定めている。この規則が採択されてから10年が経過したが、障害のある人の正式な就学率に大きな増加は見られない。 
72. 2009年に実施された全国調査によると、障害のある人（PWD）の就学率は非常に低い。7～12歳の障害のある子どもの就学率は46.32％、13～15歳は29.75％、16～18歳は16.91％である[footnoteRef:33]。障害ワーキング・グループのデータによると、2015年には、インドネシアの2100万人のPWDのうち学校に通っているPWDはわずか12％、250万人であった[footnoteRef:34]。一方、教育文化省は、2018年には91,000人のPWDがインクルーシブ校に入学したと記録している[footnoteRef:35]。  [33:  2009年インドネシア統計局による全国調査結果。]  [34:  https://wartakota.tribunnews.com/2018/12/04/hanya-25-juta-penyandang-disabilitas-di-indonesia-bisa-bersekolah]  [35:  https://edukasi.kompas.com/read/2019/11/28/14021431/jumlah-data-masuk-siswa-disabilitas-di-sekolah-inklusif-masih-sedikit?page=all] 

73. PWDと非PWDの間には、就学に大きな格差がある。統計によると、2018年、5歳以上の160万人の障害のある子どものうち、就学率はわずか5.48％だった。一方、障害のない子どもの割合は25.83％に達した。障害のある子どもの欠席率は23.91％であったが、障害のない子どもの欠席率は6.17％であった。障害のある子どもの70.62％が学業を継続しなかった。 

年齢に基づくPWDと非PWDの就学率の比較
2018年[footnoteRef:36] [36:  https://databoks.katadata.co.id/datapublish/2019/08/29/pada-2018-hanya-548-penyandang-disabilitas-yang-masih-sekolah] 

	年齢層
	PWDの就学率(%)
	非PWDの就学率(%)

	7-12
	91,12%
	99,29%

	19-24
	12,96%
	24,53%


出典：インドネシア統計局、2018年

74. 政府は2009年教育省規則第70号を可決し、インクルーシブ教育のさまざまな側面について規定した。この規則には、インクルーシブ教育の最低学校数（小地区レベルでは小学校と中学校の各1校、県レベルでは高等学校の各1校）、資源、インフラ、カリキュラム、専門スタッフ、評価などが含まれる。 
75. インクルーシブ校の効果的な実施に対するいくつかの課題と障壁を以下に挙げる：
a. 知的障害のある子どもは、カリキュラムについていけないと判断され、通常の学校への入学が拒否される。この決定は、適切な評価なしに、純粋に子どもの外見に基づいて下される[footnoteRef:37]。さらに、IQテストを入学条件のひとつに挙げている学校もある。その他の理由として、支援するインフラや教師の不在などが挙げられている[footnoteRef:38]。 [37:  2016年から2018年にかけて、YAPESDI: Yayasan Peduli Sindroma Down Indonesia（インドネシアダウン症ケア財団）は5～8人の親から、IQテストが原因で子どもの入学を拒否されたという報告を受けている。そのようなケースは、親がその状況を恥じる傾向が強いため、表面化されることはなかった。その結果、一部の親は、費用のかかる私立学校に子どもを通わせることを選んだり、もっと悪いことに、子どものIQが低いから学校教育は無駄だと信じて子どもを学校に通わせなかったりした。公共の場でダウン症の大人を見かけることが少ないのは、このような理由からかもしれない。親は早い時期からダウン症の子が友達と触れ合うのを強く恥じるようである。]  [38:  この例は、2017年にジョグジャカルタのインクルーシブ校で見られた。その学校では、脳性まひの子どもとADHDの子どもがすでにクラスに加わっており、補助教師が1人しかいないため、脳性まひやADHDの子どもはこれ以上受け入れないという。] 

b. 省令第70号は十分に普及しておらず、インクルーシブ校はインドネシアのすべての小地区にあるわけではない[footnoteRef:39]。2017年現在、インクルーシブ校は31,724校（全国7000小地区）ある[footnoteRef:40]。 [39:  インクルーシブ校に関する国のデータはないが、中部ジャワ州のデータによると、インクルーシブ校はまだ州内のすべての小地区で見られるわけではない。http://www.bpdiksus.org/v2/index.php?page=sekink&cari=21]  [40:  https://www.kemdikbud.go.id/main/blog/2017/02/sekolah-inklusi-dan-pembangunan-slb-dukung-pendidikan-inklusi ] 

c. 社会も教師も、一般的にインクルージョンという概念に馴染みがない。障害のある生徒は、のけ者にされ、いじめられ、汚名を着せられ、差別され続けている。
d. 学校のアクセシブルなインフラや施設はまだまれである。教育省はカリキュラムを包括的に改訂していないため、生徒は古いカリキュラムに基づいて教えられているか、特別学校（SLB: Sekolah Luar Biasa）のカリキュラムを無理やり使っている。
e. インクルーシブ校の教員数は限られている。特別支援教員(GPK: Guru Pendamping Khusus)と呼ばれるインクルーシブ校の教師は、近隣のSLBから週2回「借り」ている。これは、クラス担任が一般的に障害のある生徒の扱いに消極的であることを考えると、十分とは言い難い。こうして、特別支援教員がいないときはこれらの生徒は授業から排除される。
f. ワハナ脳性まひ者家族会 (WKCP: Wahana Keluarga Celebral Palcy)は、ジョグジャカルタ、スラカルタ、マカッサルにある多くの国立学校と私立学校でGPKを雇う費用が保護者に負担されていると指摘している。これらの費用は月150万から400万ルピアにのぼる。一方、政府がインクルーシブ校に配置しているGPKは、一般に、学習ペースの遅れか、軽度の障害に対応している。 
76. SLBは依然としてPWDが選択する主な選択肢であり、インクルーシブ校よりも多くの政府資金を受け取っている。統計局は、2018年現在インドネシア全土にSLBは2000しかなく、これはインドネシアの小地区数の3分の1であると指摘している[footnoteRef:41]。つまりSLBは3つの小地区に1つしかない[footnoteRef:42]。  [41:  2018-2019年の統計データによると、インドネシア全土に579の国立SLB（特別学校）と1,633の私立SLBが存在することが明らかになった。参照：インドネシア教育統計の概要2018 - 2019, http://publikasi.data.kemdikbud.go.id/uploadDir/isi_03351F6F-A355-4531-9DC1-109E5E4C6C17_.pdf]  [42:  インドネシア障害者協会理事シスワンディ（Siswandi）氏による 報告、https://wartakota.tribunnews.com/2018/12/04/hanya-25-juta-penyandang-disabilitas-di-indonesia-bisa-bersekolah] 

77. SLBの質的水準は、学業面でも職業面でも向上させるべきであり、そうすることで、学生はより良い就職準備ができるようになる。特別支援教育で生じる問題を以下に挙げる：
a. SLBのカリキュラムはめったに更新されない。例えば、2013年に学校のカリキュラムが改訂されたが、SLBのカリキュラムは改訂されなかった。SLBは個人別授業計画（PPI）を必ずしも提供していない。政府報告パラグラフ143に関していえば、政府がSLBタイプCに設定した基準は非常に低い。小学校から中学校までのカリキュラムには、幼稚園から小学校4年生までのカリキュラムが採用されている[footnoteRef:43]。  [43:  インドネシアダウン症ケア財団 (YAPESDI: Yayasan Peduli Sindroma Down Indonesia)による、本報告書作成のためのモニタリングに基づく。] 

b. SLBでは、障害のある子どもや、彼らのための適切な学習方法についての認識が非常に低い。その結果、PWDに対する身体的・性的虐待が多発している。インドネシアろう者福祉運動（GERKATIN: Gerakan untuk Kesejahteraan Tunarungu Indonesia）は、ほとんどすべてのSLBで、聴覚障害のある生徒は、手話言語ができる教師がいないため、音声言語による学習を強いられていると指摘する。
c. 知的障害のある人のためのSLBタイプCでは、カリキュラムは学業40％、職業技能60％で構成されている。にもかかわらず、学生たちはほとんどインターンシップや就職につながらない。ジョグジャカルタのクーロン プロゴ県（Kulon Progo　訳注　ジョグジャカルタ特別州内の4つの県の一つ。）では、企業はSLBの卒業生を雇用するよりも、むしろチャリティーを提供したがる。
d. SLBのカリキュラムには性と生殖の健康に関する教育が含まれていないため、強制不妊手術や近親相姦など、PWDに対する性的虐待が多発している[footnoteRef:44]。 [44:  HWDI(Himpunan Wanita Disabilitas. Indonesiaインドネシア障害女性協会)がインドネシアの障害者女性の状況に関する報告書で紹介。] 

78. 地方政府に関する2004年法律第34号の改正により、SLBは中央政府の管轄から地方政府の管轄になった。そのため、インクルーシブ小中学校の特別支援教員(GPK: Guru Pendamping Khusus)の数は激減している[footnoteRef:45]。中部ジャワのスコハルジョ県では、5つのインクルーシブ小学校にGPKはおらず、代わりに障害のある生徒のための別教室が設置されている。彼らは小学校を卒業すると、特別中学校に進学する。 [45:  この責任移譲の結果、SLB教師の授業時間や認定が承認されないことになった。] 

79. 学士課程入学に関する2018年研究・技術・高等教育省規則第60号は、PWDの権利を支持していない。例えば、バウムテスト（BAUM Test　人間、木、家の絵を見せる）やDAPテスト（Draw-A-Person Test　人間の絵を見せる）などの性格テストが入学試験（SNMPTN: Seleksi Nasional Masuk Perguruan Tinggi Negeri（国公立大学推薦入試）やSBMPTN: Seleksi Bersama Masuk Perguruan Tinggi Negeri（統一筆記試験）など）に組み込まれている[footnoteRef:46]。これらのテストは、PWDが大学に入学する機会を奪っている。IQテストを入学試験の必須科目のひとつにしている大学もある。 [46:  他に、DISCテスト（訳注　人の性格を「D：主導型」「I：感化型」「S：安定型」「C：慎重型」の4タイプに分ける理論）のような性格を明らかにするためのテストや、PAPI性格テスト（Personality and Preference Inventory Test）、IST（Intelligenz  Structur Test　訳注　知能構造テスト）テストのような知能を明らかにするためのテストもある。] 

80. 政府は目に見えない障害を軽視する傾向があり、物理的なインフラ整備に重点を置き、様々な障害のある生徒を支援する補助専門教師（shadow teachers）という最大のニーズを見落としている[footnoteRef:47]。2017年には、インクルーシブ校に通う障害のある小学4年生の生徒が、授業についていけないと判断され、SLBへの転校を余儀なくされた。彼の母親はそれを拒否したが、最終的には圧力に屈した[footnoteRef:48]。別の脳性まひの子どもは、年齢が高すぎるという理由で幼稚園への入園を拒否された。 [47:  インドネシアダウン症ケア財団（Yayasan Peduli Sindroma Down Indonesia, YAPESDI）が本報告書の草稿作成のために行った調査に基づく。]  [48:  この件は2017年にWKCP（ワハナ脳性まひ者家族会）が関与した。] 

[bookmark: _Toc187923961]事前質問事項案
· インドネシアの小学校から高校までのインクルーシブ校の分布について、そこに通うPWDとその障害の種類を含めて説明してください。障害のある人の大学進学率はどのくらいですか？
· さまざまな障害のある人にとって、校舎はどの程度アクセシブルですか？

[bookmark: _Toc187923962]第25条 健康 
81. 障害のある人（PWD）の健康の権利を確保するために、いくつかの規制が設けられている：
a. 健康保険プログラムの実施に関するガイドラインに関する保健大臣規則2017年第28号は、5年に1回、移動を容易にする補助器具（車いすを除く)の提供を保証している。このプログラムは、150種類の病気も対象にしている[footnoteRef:49]。 [49:  健康保険プログラムの実施ガイドラインに関する保健大臣規則2014年第28号] 

b. 公共サービス施設における診療ガイドラインに関する保健大臣規則2014年第5号は、権利擁護のツールとして機能している。しかし、地域によってはハンセン病患者に対する医療サービスは依然として不足している[footnoteRef:50]。 [50:  東ヌサ・トゥンガラ州クパンのハンセン病患者会（Perhimpunan Mandiri Kusta Indonesia ）の報告に基づく。2016年、ハンセン病の誤診があり、誤った処方が行われた。] 

82. インドネシア政府報告パラグラフ151（訳注　障害の早期発見・早期介入について）に関していえば、ダウン症が国民健康保険の対象から外れていることは重要である。このため、少なくとも週に1回受診すべき健康診断のたびに10米ドル程度の費用がかかるなど、親の負担が大きい。その結果、ダウン症の子どもは、歩けなくなるなど、他の障害を負ってしまう[footnoteRef:51]。 [51:  インドネシアダウン症ケア財団（YAPESDI）によるモニタリング。] 

83. ワハナ脳性まひ者家族会 (WKCP: Wahana Keluarga Celebral Palcy)には、生後8ヶ月から1年半の遅発性脳性まひの報告が寄せられている。医学的には生後1〜3ヶ月から診断が可能である。早期に発見することが、子どもの発達を最適化する上で効果的な治療となる。報告された20症例すべてにおいて、親は予後について知らされておらず、そのため行われた治療が病状にそぐわないものであった。
84. ハンセン病の早期発見は、厚生省のガイドラインにあるように、他の障害の発症予防に役立つ。しかし、これは多くの要因によって制約されている。東ヌサ・トゥンガラ州のロスティワ・タブは2019年から治療を受けていたが、健康状態の観察が不十分であったことと、担当官の長期休暇により、病状が悪化し、2019年12月16日に死亡した。
85. 政府報告154-157項に対し、DPOは、性的虐待を受けやすい知的障害のある人や聴覚障害のある人に関していえば、リプロダクティブ・ヘルス（性と生殖に関する健康）教育が十分に行われていないとの見解を示している。SLBでは、リプロダクティブ・ヘルス教育は存在しない。
86. [bookmark: _Hlk186389503]政府の障害の定義は身体障害に限定されているため、既存の規則では、他の形態の障害に対する支援機器のニーズに対応していない。政府は、国家中期開発計画（RPJMN: Rencana Pembangunan Jangka Menengah National）に、すべての県／市町村に補助器具を提供するための資金を割り当てているが、その実施は十分に監視されておらず、市町村レベルでは混乱が見られ、プログラムの効果的な実施が妨げられている。 
87. インドネシアのハンセン病有病率は1954年から1974年にかけて上昇した。1954年には79,025,881人のうち22,000人がハンセン病患者であった。スラウェシ島だけでも、人口5,930,251人の12％（3,095人）がハンセン病患者であった。20年後、その数は1,208万3,000人のうち9万3,395人に増加した（Dali Amiruddin, in Leprosy: a clinical approach, Hasanuddin University, April 2001）。1982年に多剤併用療法（MDT: Multidrug Therapy）が導入されると、1990年には6万人に減少し、その後は減少傾向にある。 
88. しかし、MDTへのアクセスは、官僚的な手続きに時間がかかるため困難である。地方分権のため、中央政府はその責任の一部を地方政府に移したが、地方政府はMDTを広く利用できるようにするための措置をまだ講じていない。この問題は、大ジャカルタ（訳注　ジャカルタ首都圏）、ジャンビ、東ジャワ、その他の地域で起こっている[footnoteRef:52]。 [52:  インドネシア障害者・ハンセン病患者ケア運動（GDPLI: Gerakan Peduli Disabilitas dan Lepra Indonesia）によるモニタリング。 ] 

89. ハンセン病患者や回復者は、地域社会から汚名を着せられ、いじめられ、生活のあらゆる領域から事実上排除されている。 家族から縁を切られる例もある。
90. ハンセン病患者へのスティグマを強化するために、いくつかの宗教的な聖句が使われている。例えば、ブハーリー（Muammad ibn Ismā‘īl al-Bukhārī　訳注　9世紀のイスラーム法学者）のハディース（hadith　預言者言行録）で広く引用されている「野生のライオンから遠ざかるように、ハンセン病患者から遠ざかれ」。このハディースが検証されているかどうかは不明である[footnoteRef:53]。 [53:  ハンセン病の記録映像がGPDLIによって作成された。参照： https://www.youtube.com/watch?v=OCGQfKnLbXc&feature=youtu.be] 

91. 政府は南スラウェシ州のジョガヤにハンセン病回復者のための居住地を指定した。しかし、この試みはハンセン病患者を社会からさらに排除し、ハンセン病患者に対するスティグマを助長するものである。
[bookmark: _Toc187923963]第26条 ハビリテーション及びリハビリテーション
92. 政府は、法律2016年第8号で義務付けられたハビリテーションとリハビリテーションに関する政府規則の草案（RPP: Rancangan Peraturan Pemerintah）を準備中である。この規則は法律成立から2年後に採択される予定とされていた。DPOは、法律1997年第4号のリハビリテーション原則を一部残した草案の作成に携わっている。 
93. 身体障害のある人の社会福祉に関する政府規則2019年第52号は、社会的衝撃のリスクの予防と管理について規定しているが、ハビリテーションについては規定していない。規則第4条は、リハビリテーション、社会保険、社会的エンパワーメント、保護を対象としている。同規則は、精神障害（mental disabilities）は道徳的、精神的、宗教的カウンセリングによって克服されるべきものであると説明している。
94. ハビリテーションとリハビリテーションの実施において、政府は合理的配慮の利用可能性をまだ保証していない。例えば、保健サービスセンターでは、障害のある子どもに車椅子を提供していない。
95. ハビリテーションやリハビリのプログラムは慈善事業ベースで、多部門が関わっておらず、監視も不十分である。障害のある人（PWD）は、治療で発生する多くの費用を負担しなければならないにもかかわらず、社会保障を受けていない。 
96. 政府はリハビリを重視するあまり、ハビリテーションを見落としている。その結果、PWDの治療が遅れ、他の種類の障害を引き起こしている。
97. 地域ベースのリハビリテーション（RBM: Rehabilitasi Bersumberdaya Masyarakat地域主導型リハビリテーション ）は、そのほとんどが、PWD自身が参加することなく、非PWDによって運営されている。RBMは、補助器具を提供するCSR（企業の社会的責任）を強化することを目的とした国主導のプログラムである。RBMのスタッフは、地域に根ざしたリハビリテーション・プログラムの運営方法に関する知識を持っていないため、多くのPWDがRBMから排除されている。 
98. PWDに対する人権侵害が皮肉にもリハビリテーション・センターで多発しているため、リハビリテーション・センターの監視に努めるべきである[footnoteRef:54]。  [54:  この問題の詳細は、精神障害に取り組むDPOによる別のパラレル・レポートを参照のこと。] 

99. 政府は、医療的アプローチではあるが、移動社会サービスユニット（UPSK: Unit Pelayanan Sosial Keliling）を運営してきた。UPSKの実施にあたっては、ハビリテーションとリハビリテーションのアプローチを強化すべきである。（訳注　以下を参照のこと。(https://dinsos.kalbarprov.go.id/blog/2019/10/22/kegiatan-unit-pelayanan-sosial-keliling-upsk-tahun-2019/）

第27条 労働及び雇用
100. 働く権利はインドネシア憲法[footnoteRef:55]で保障されており、障害のある人（PWD）の働く権利は法律2016年第8号で保障されている。障害者雇用に関する政府規則の草案は、法律成立の2年後に採択されることになっているが、まだ作成中である。労働力に関する2013年法律第13号には、「ペニャンダン・カカト」（障害者、penyandang cacat）という蔑称が残っている。 [55:  1945年インドネシア憲法第27条第2項。] 

101. 2016年法律第8号は、国と民間機関にそれぞれ2％と1％の障害者雇用枠を確保することを義務付けている。しかし政府は、2％を労働力としてではなく最低採用枠と解釈している。省令（行政官僚改革省 Ministry of Administrative and Bureaucratic Reform /PANRB: Pendayagunaan Aparatur Negara dan Reformasi Birokrasi 国家機関の活用と官僚改革）2019年第23号は、あらゆる形態の障害のある人があらゆる職種に応募できると規定している。特別な応募手続きや一般的な応募手続きを制限する条項は、身体障害のある人が特定の仕事にしか就けないことを示唆するものであり、差別的であるとみなされる。また、障害のある人は障害の程度を説明する医師の診断書を提出しなければならないともされている。
102. 職業技能プログラムの中には、いまだに身体障害のある人を対象とし、その他の障害を無視しているものがある。教材は、身体障害のある人のニーズを適切に評価するのではなく、思い込みに基づいて構成されている。監視や評価の仕組みもない。また、研修生の技能を雇用につなげたり、資金を提供して起業を支援したりするようなフォローアップ・プログラムもない。 
[bookmark: _Toc187923964]第28条 相当な生活水準及び社会的な保障
103. 2009年法律第111号は、PWDを社会福祉問題を抱えた人とみなしている。これには以下のような意味がある：
a. PWDのスティグマ化；
b. 社会局（Social Affairs Agency）によるリハビリテーション志向の政策の採択。2016年法律第8号が多部門政策を義務付けているにもかかわらず。インクルーシブ・ビレッジ（Inclusive Village）は、村務省（Ministry of Village Affairs）と関連しているが、社会局の管轄下にある。
c. 補助具と障害種別のミスマッチ。
104. 障害者カードは2017年に開始されたが、その後、実務上の問題で取り消された。財務省は、同法で義務付けられている「金銭的減免に関する政府規則案」の策定を拒否したため、障害者サービスの提供が妨げられている。
105. 国民健康保険に関する法律は、PWDに対する基本的な医療サービスや特別な補助器具、薬物療法を対象としていない。脳性まひの治療では、改善の兆しが見られない場合は治療を中止し、治療費を親に負担させるという新しい方針が採用されている[footnoteRef:56]。同様に、スンベル・グラガ・モジョケルト病院、タジュディン・ハリック・マカッサル病院、シタナラ・ジャカルタ病院のハンセン病患者は治療費を負担しなければならず、10日間しか入院できない。  [56:  これは2019年にジョグジャカルタで見つかったケースで、脳性まひの子ども20人がかかわった。このケースはDPOが対応した。] 

106. 障害者向けサービスは、貧困を指標として提供されることが多いため、裕福な家庭環境にあるとみなされる障害のある人は、こうしたプログラムから除外される。 
107. 政府は、すべての住宅プログラムにおいて、障害者枠を設けていない。 
[bookmark: _Toc187923965]第29条 政治的及び公的活動への参加
108. [bookmark: _Hlk176201750]2017年法律第7号は、2019年の国会議員（DPR: Dewan Perwakilan Rakyat）、地方代表議会（DPD: Dewan Perwakilan Daerah）、地域下院議員（DPRD: Dewan Perwakilan Rakyat Daerah）、大統領の選挙の法的根拠となった。PWDの権利は保証されているが[footnoteRef:57]、何人のPWDが投票資格を有するかについてのデータが入手できないなど、実施にはさまざまな課題がある。  [57:  1945年インドネシア憲法第27条第1項は、法の下の平等を保障している。この原則は、選挙に関する2017年法律第7号の第5条に採用されており、「必要要件を満たす障害者は、国会議員選挙（DPR）、地方代表議会（DPD）、地域下院議員選挙（DPRD）、大統領選挙、または選挙主催者に立候補する同じ機会を有する」とされている。 ] 

109. 実際には、選挙管理委員会（KPU: Komisi Pemilihan Umum）はPWDへのアクセスをほとんど提供しなかった。例えば、さまざまな障害のある人々が利用できる選挙運動資料はほとんどなかった[footnoteRef:58]。KPUはPWDに投票方法に関する情報を広めたが、投票所へのアクセスを確保することはほとんどしなかった。実際には、移動に制約があるため、多くのPWDは投票所に行くことができない[footnoteRef:59]。  [58:  DPOは、大統領討論会など選挙に関するニュース番組で手話言語通訳を提供するKPUの努力を評価している。]  [59:  サマセタラ（Samasetara）、CIQAL（障害のある人の生活における有資格活動を改善するセンター、Center for Improving Qualified Activity in Life of People with Disabilities）、ディファバイク（Difabike）、OHANA（インドネシア群島の希望協会、Organisasi Harapan Nusantara Indonesia）などの DPOは、ジョグジャカルタ市、スレマン、バントゥルで、障害のある高齢者などの社会的弱者に移動手段を提供することを目的に、民主主義のためのアクセシビリティ運動（Accessibility Movement for Democracy：GANDEM）を立ち上げた。これには、投票所から家まで送迎することも含まれる。この運動は、障害のある人に関する法律2016年第8号第13条で義務付けられている、PWDの政治生活への参加を増やすことを目的としている。2019年の選挙では、15人のボランティア、6台の三輪バイク（車椅子を運ぶためのもの）、12台の車椅子、2台のバイク、3台の車が集まった。ボランティアには、障害者コミュニティ、学生、自動車コミュニティ、一般社会のメンバーが参加した。 ] 

110. 以下は、ジョグジャカルタにおける2019年選挙の平等なアクセスに関するメモである：
a. KPUは、PWDのための固定投票リストを持っていなかった。 
b. ディファバイク（Difabike　訳注　インドネシアの障害のある人のコミュニティ）は、障害のある23人の有権者が投票所を訪れる際に介助を必要としていることを発見した。 
c. バントゥル県では、さまざまな社会的弱者が移動の制約のために政治的権利を行使できなかった。
d. 障害のある人に優しくない投票所もあった。 
e. 投票用紙4枚のうち、点字がついていたのは2枚（大統領・副大統領と地方議員）だけだった。
f. 精神障害のある人の中には、朝から投票所にいたにもかかわらず、帰宅するように言われた人もいた。 
[bookmark: _Toc187923966]第30条 文化的な生活、レクリエーション、余暇及びスポーツへの参加
111. 2016年法律第8号の第87条[footnoteRef:60]は、障害のある人（PWD）の芸術作品に対する権利を認めているが、PWDの芸術作品に対する評価は低い。  [60:  2016年法律第8号第87条は次のように強調している：1) 政府および地方政府は、PWDの芸術的能力を開発しなければならない。2) この能力の開発には、a. PWDの芸術的・文化的生活への参加を促進すること、b. PWDのために特別に芸術活動を開発すること、c. PWDの優れた芸術作品を評価すること、が含まれる。] 

112. バンドン、ジョグジャカルタ、ジャカルタなど、PWDの権利に関する条例を制定している地方自治体の中には、PWDのための社会福祉、保健サービス、公共施設に主眼を置き、芸術的発展の必要性を見落としているところもある。 
113. PWDの芸術文化生活への参加はほとんどない。政府は、スポーツや芸術に秀でたPWDをインスピレーションの源として取り上げているが、一般的なPWDの芸術生活への参加を増やすための制度的な変化はない。PWDの一人であるフアド（Fuad）氏は、「例えば教育における私たちの成功はテレビで放映されるが、PWDの教育へのアクセスを改善する具体的な政策変更はない。単なる娯楽としか見られていないのである」[footnoteRef:61]という。 [61:  フアド（Fuad）は障害のある活動家で、現在インドネシアのある国立大学で博士号取得を目指している。彼の発言は、ブラウィジャヤ大学障害者サービスセンターとブリティッシュ・カウンシルの報告書『研究報告：インドネシアにおける芸術と障害のマッピング』、53ページからの引用である。アクセスは：https://www.britishcouncil.id/sites/default/files/laporan_penelitian_pemetaan_kesenian_dan_disabilitas_di_indonesia.pdf] 

114. 障害のある人の芸術、スポーツ、文化生活への参加意欲を高めるためのプログラムや法規はほとんどない。
115. トトク（Totok)氏　（訳注　脚注62にあるURLによれば、四肢まひの画家。）のように、アーティストとして働くPWDは、キャリア転換を余儀なくされるほど不利な立場にある[footnoteRef:62]。 [62:  ブラウィジャヤ大学障害者サービスセンターおよびブリティッシュ・カウンシル、『研究報告書：インドネシアにおける芸術と障害のマッピング』、60ページ。] 

[bookmark: _Toc187923967]事前質問事項案
· インドネシア政府は、障害のある人のスポーツや芸術生活への参加を増やすために、どのような努力をしてきましたか？　PWDの芸術作品が評価されるようにするには、どうすればよいのでしょうか？ 
[bookmark: _Toc187923968]第31条 統計及び資料の収集
116. この点に関する主な問題は、PWDに関する包括的で統合されたデータが存在しないことである。以下に説明する状況は、この問題を物語っている： 
a. [bookmark: _Hlk176367662]全国社会経済調査（2012年）と全国中間センサス調査（SUSENAS: Survei Sosial Ekonomi Nasional、2015年）に基づく障害の一般的な分布はあるが、障害に関する分類された包括的な（名前別、住所別の）データはない。（訳注　「名前別、住所別」とは、「機能障害の種類別、地域別」の意味と思われる）
b. [bookmark: _Hlk176455345]社会省のデータ情報センター（PUSDATIN: Pusat Data dan Teknologi Informasi）には、そのような細分化されたデータがあるが、データ収集はボランティアによって行われており、すべてのPWDを網羅しているわけではない。2019年まで、PUSDATINは10万人未満のPWDを登録していたが、推定数は21,107,575人である。
c. データの欠如は、CRPDに従ったPWDの権利の保護と履行を妨げている。
d. 政府は、2020年の国勢調査に障害指標を完全に組み込んでいない。代わりに、これらの指標は2021年の調査（国勢調査ではなく）に使用される予定である。
117. データ収集の障壁のひとつは、統計に関する法律1997年第16号の第12条で、「部門別統計は、関係政府機関により独立して、または局とともに行われる」と規定されている。この条文は、統計局がPWDに関するデータを収集することを認めておらず、これはPWDに関する法律2016年第8号の第117条に記載されているように、社会省が行うことになっている。 
118. そのため、国勢調査には住所氏名に基づくPWDの情報が含まれておらず、社会省もこの全国的なデータ収集を優先していない。このデータがない限り、PWDのための政府プログラムを効果的に実施することは困難である。 
119. 2019年まで、インドネシアには次のデータがなかった：
a. 実際のPWDの数と障害の種類；
b. 法的文書の所有を含む、社会サービスを利用するPWDの数； 
c. PWDの正規・非正規の就学率（formal and informal school attendance rates）； 
d. さまざまな障害のある人々の、労働市場への参加、仕事の種類、年齢層；
e. PWDのための社会福祉に関する統合データ（DTKS: Data Terpadu Kesejahteran Sosial）。
[bookmark: _Toc187923969]事前質問事項案
1) なぜPWDに関する分類された包括的なデータが入手できないのですか？
2) インドネシア政府は、統計局と社会省の責任の違いにどのように対処していますか？2020年の人口センサスには、PWDに関するデータが盛り込まれていますか（ワシントン・グループのガイドライン）？
3) インドネシア政府は、データ情報センターの出張管理情報システム（SIMPD-PUSDATIN: Sistem Informasi Manajemen Perjalanan Dinas - Pusat Data dan Teknologi Informasi）を通じて、PWDの数に関するデータをどのように迅速に収集していますか？ 
4) インドネシア政府は、聴覚障害のある人が調査中に手話言語サポートを受けられるよう、どのように配慮していますか？また、視覚障害のある人は点字を利用できますか？ 

[bookmark: _Toc187923970]注釈 
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